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且｡はじめに

エネルギｰ資源と環境の問題については,長年の間に

数え切れたいほど多くの書物や論文が公刊されている｡

しかし,問題の要因とみたされる経済成長や快適さの追

求という時代精神に,それらが加えたフィｰドバックは

ささやかたもので,大勢は問題の顕在化に向かって進ん

で来た｡世界のエネルギｰ消費量は絶えず増加を続け,

その結果としての資源問題と環境問題がエネルギｰ利用

に制約を課しつつある｡この制約を乗り越えるために

は,エネルギｰ節減の思想を技術システムに組み込むこ

と,及び自然エネルギｰ利用技術を確立することが必要

である｡これまでにも幾度とたく指摘されてきたこのこ

とを再確認するのが,本文の目的である｡

2.非更新性エネルギｰの資源量

2.1確認可採埋蔵量

大きたエネルギｰ量を表わすのに,Qという表示法を

用いることがある｡千兆英熱量単位を意味するquadri-

I1onBTUの頭文字qから1015BTUを1qと書き,さ

らに1000q=1Qとする｡1BTU=1055Jより,1Qは

およそ102iJのエネルギｰ量である｡石油,石炭,天然

ガス,およびウラン235の資源量は不確かさを含んだ値

第1表世界の非更新性エネルギｰ資源嚢

であるうえに,それらを発熱量に換算した数値が非常に

大きいので,Qの表示法で丸めて表わすと比較したり記

憶するのに便利になる｡

第1表に世界の非更新性エネルギｰ資源量の大きさの

程度をQの単位で示す｡確認可採埋蔵量は,石油5.6Q,

石炭32.8Q(褐炭を除く),天然ガス4.4Q,ウラン235カミ

2.3Qで合計45Q程度であ乱ただし,ウランだけは共

産圏の資源量を算入していたい｡ここで確認可採埋蔵量

とは,確認された埋蔵場所から経済的に採掘できる推定

量の意味である｡確認可採埋蔵量から年間に採掘された

量を年生産量という｡世界の年生産量の概略値は,1986

年に石油O.14Q,石炭0.12Q,天然ガス0,074Q,ウラ

ン235はO.024Q,合計0.36Q/年であった｡合計のう

ち,日本が消費した分はおよそ4.5形である｡

一般に,確認可採埋蔵量と年生産量をそれぞれRとP

で表わして,両者の比R/Pを可採年数と呼ぶ｡石油の

可採年数はおよそ40年,非更新性エネルギｰ資源全体と

しては平均可採年数約127年が見込まれる｡ただし,こ

のようた可採年数はRとPの値をある時点に固定してい

るので,確認可採埋蔵量の寿命を表わしているわけでは

たい｡先進工業国では毎年エネルギｰ消費量が増え続

け,近年は開発途上諸国の経済成長に伴うエネルギｰ消

費の伸びが著しい｡したがって年生産量(P)は,石油の

ように市況が動因となってしきりに増減を繰り返す場合

単位:Q

万�油�石�炭�天然ガス�ウラン235�合�討

究極可採埋蔵量�10.7�257.O�12.2�8.6�289.O��

確認可採埋蔵量(R)�5.6�32.8�4.4�2.3�45.1��

年生産量(P)�O.139�O.119�O.074�O.024�O.356��

可採年数(R/P)�40�276�59�96�127��
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はあるげれども,全体的に増加せざるを得ず,これらの

趨勢は可採年数を急速に短くする要因である｡

2.2究極可採埋蔵量

一方,確認可採埋蔵量は現状の技術と経済性を測度と

して推定されるから,増加する要因もある｡例えば,資

源の探査と採掘の技術が進歩すれば,地質学的に石油埋

蔵の可能性が推定される地域で新しい埋蔵場所が確認さ

れる頻度が高くなる｡また,経済情勢が変化すれほ,そ

れまで採掘費用が高く不経済であった確認埋蔵地域の原

油が可採量に算入されるようにたる｡それらの追加可採

量を推定して確認可採埋蔵量に加えた値が,究極可採埋

蔵量である｡第1表に示すように合計は約290Qで,そ

の大部分は石炭が占める｡

石油には,10.7Qの究極可採埋蔵量とは別に,その20

%程度の量を上積みするオイルシェｰルとオイルサンド

から採れる石油がある｡現在は原油と価格的に競合でき

ずほとんど利用されないが,採取技術は確立している｡

その他に,ウラン238とトリウム232の核エネルギｰ利

用を可能にする高速増殖炉に対して200Q,また重水素

核融合反応に対して,海水中の重水素(〇一029/1)と地球

の海水量(10･o1)に基づいて108Q,のエネルギｰが試

算されている1)｡ただし,高速増殖炉は経済性と安全性

のほかに廃棄物処理の問題が未解決であるし,核融合の

技術的可能性は実証されていたいので,海水から重水素

を抽出したり核融合を制御するためのエネルギｰを差し

引いてエネルギｰ収支を評価することもできず,これら

は最も不確実た資源量と言わざるを得たい｡

2.3可採年数の意味

現在のエネルギｰ資源は可採年数が示す程度に有限で

あるから,もっと永続性があるエネルギｰ資源の利用法

を確立することが人類の存続のために必要になるが,エ

ネルギｰ需給体系は慣性が大きく,エネルギｰ技術開発

と普及には長期間を要するのが一般的た傾向である｡そ

して,新しい種類のエネルギｰ資源を開発するために必

要な期間はとりわけ長いようである｡

例えば,世界の石油の利用量が石炭と同程度にたるま

での期間は,20世紀に入って60年程度かかっている｡原

子力の場合には,核分裂連鎖反応の制御に成功したのが

1945年,それに基づいて最初の商用原子力発電所がアメ

リカで運転開始されたのカミ1957年,以来30年余を経過し

た現在,世界のエネルギｰ利用の中で原子力が占める比

率は塵か4%程度である｡そして核融合については,40

年間の研究の蓄積にも関わらず,それを制御する技術を

手に入れていたい｡

技術はいろいろな分野で加速度的に進歩を続けている

から,将来のエネルギｰ資源の開発と利用にも革新が期
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待される｡経済活動を現状から未来へ穏やかにつないで

行くためには,石油の確認可採埋蔵量から推定される可

採年数の,40年程度以内をこの革新を確立するまでの期

間の目安と考えてよいであろう｡

ただし,次に述べる事情は,可採年数の意味をかなり

暖味にしている｡

3.エネルギｰ資源のダイナミックス

3.互消費の動向

エネルギｰは大別して勲,動力,電気の三つのエネル

ギｰ形態で利用され,どのエネルギｰ資源からもさまざ

また技術を用いてこれらの形態のエネルギｰを取り出す

ことができる｡つまり,エネルギｰ資源の問には互換性

があるので,技術経済社会ではある程度の自由度をもっ

て資源を選択することができる｡現代のこの選択の仕方

は,資源の価格と技術のコストの和から成る経済性を比

較することが原則にたっている｡

20世紀後半において最も経済性に優れたエネルギｰ資

源は石油であるから,石油の価格はエネルギｰ資源全体

の消費の動きを支配している｡石油の価格を軸にした過

去20年間のエネルギｰ事情は,およそ次のように要約で

きるであろう｡

1969年から1970年にかけてのオイルショックを契機

に,OPEC原油価格は値上げを繰り返し,1980年代のは

じめには40$/バレルあたりまで急上昇した｡先進工業諸

国はその対策として省エネルギｰに努めるとともに,未

然ガスや石炭,あるいは原子力などによって石油を代替

する政策を推し進めた｡さらに非OPEC産油国は生産

量拡大に適進し,その結果1988年の非OPEC産油量の

合計は1970年当時の約5倍に達した｡

これらの努力の成果は1985年頃から顕著に表われたの

で,サウジアラビアをはじめOPEC諸国は市場の喪失

を防止するために次第に原油価格を下げ,1988年には

｡PEc原油が17～18$/バレル,スポット価格では10～14一

$/バレルまで低下して,最高値時の半値以下となった｡

その結果,省エネルギｰやエネルギｰ代替の努力は消

失しはじめ,非OPEC産油諸国での石油採掘と探索の

意欲も低下した｡例えほ石油消費量が世界最大の米国で

は,1987年以降産出量が減少し輸入量の増加が続いてい

る｡

このようた傾向は日本のエネルギｰ統計にも明らかに

表われている｡Iエネルギｰ消費量はオイルショック以後

も民生部門と運輸部門で絶えず増加を続けて来たが,産

業部門の省エネルギｰが全体的増加を抑えて,第1図に

示すように1980年代前半までは増え方が緩やかであっ�
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四産業部門

単位1石油換算約百万トン

国民生部門翻運輸部門

第1図日本の需要都門別最終エネル

ギｰ消費量

た｡しかし1987年以降は産業部門をはじめ全部門で増加

に勢いがつき,原油と石油製品の合計輸入量も1986年を

谷底として1987年以降増加に転じた｡

そして石油価格は反転し,1989年末以降20$/バレルを

越え,再び価格急騰が世界的に危倶されはじめた｡

このように,人間のエネルギｰ消費への欲求はとどま

るところを知らないように見える｡だから,将来のエネ

ルギｰ需給を安定に維持するためには,省エネルギｰを

技術として経済システムの中に組み込むことと,更新性

のエネルギｰ資源すたわち自然エネルギｰの有効利用法

を確立することが是非とも必要になる｡

3.2ダイナミックスモデルが示唆すること

上に述べたようた需要と供給の動態を,資源一般につ

いて,システムダイナミックスというシミュレｰション

手法を用いて可採年数の期問に拡張して見せた仕事カミあ

る2)｡このシミュレｰションモデルは資源のコストと,

埋蔵量,採掘技術,及び代替技術のそれぞれとの因果関

係を第2図のように表わして,それらの経年変化を差分

方程式を用いて数値計算するものである｡計算に必要な

諸量間の関係は,過去の統計デｰタを例えば第3図のよ

うに整理して,曲線が表わす数値をそのまま用いる｡

この種の関係については厳密な理論カミたいために,さ

まざまだ議論を呼び起こしカミちである｡事実,1970年代

のはじめ頃にシステムダイナミックスに基づいて展開さ

れた資源･環境論3)には,厳密さの点では同様な批判や

主張が無数に交錯した経緯がある｡しかし第3図につい

て言えば,これらはかたり常識的に理解できるであろう｡

(乱)は資源の残存量が減ると価格カミ上昇すること,(b)は

採掘技術の進歩によって採掘コストが下がることを,そ

れぞれ表わしている｡(c)は,価格上昇よりも需要増加の

(資源埋蔵量)
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第2図資源利用のダイナミックスモ

デル2〕
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第3図資源利用のダイナミックスの要因間の関係2)

勢いが強くたると,研究開発投資を増やして需要を満た

そうとする一般的な企業行動を数量化した曲線である｡

(d)は,資源のコスト上昇に伴い代替の可能性が増える様

子を示している｡経済的あるいは物理的理由から,多く

の場合に曲線は右側が飽和に向かう｡

ツミュレｰションの結果は次のように述べられてい

る｡1970年においてR/Pが400年の資源を毎年3房の需

要伸び率で消費して行くと,第4図(乳)に示すように資源

量は急速に減少し,125年後にはほとんどカミリサイクル

したものしか利用できたくたる｡つまり,初期の可採年

数は400年であるのに,ダイナミックた可採年数は工25年

ということになる｡残存量の減少に伴い資源の品位が低

下しても,2020年興までは技術進歩によってコストを俺

は一定に保てるが,それ以後はコストの急上昇カミ起こり

代替資源の比率が高まるので,この資源の利用率は低下

する｡

(b)は1970年におけるR/Pを400年から800年に変え,

その他の入力デｰタはすべて等しくして計算した結果で

あ乱資源のコストは(乱)の場合よりも50年長く一定に維

持できるカミ,利用率の指数関数的た増加がその期問続い

て,ダイナミックな可採年数は20年しか長くだらない｡

このように,ある時期のR/Pで示された可採年数は資

1990年3月号

源の寿命を表わすものではなく,埋蔵量が可採年数で

400年分追加されたとしても,3形/年の需要伸び率カミ続

けば寿命の延長は僅かに過ぎ肢いのである｡

(C)は採掘技術に関する研究開発への投資額を,(乳)の場

合の2倍に増やした効果を示している｡技術開発が市場

に影響を及ぼすまでの時間遅れを20年程度と見たしたこ

のシミュレｰションは,資源のコストを低い値に維持で

きる期間がおよそ10年延長された後,(乱)の場合よりも急

速なコスト上昇が起こる結果を示している｡

(a)は需要の伸び率を3形/年から1%/年に抑え,そ

の他の条件はすべて(勧)と等しくしたシミュレｰツヨン結

果である｡資源の寿命は(包)の場合より75年以上長く延長

され,コスト上昇も比較的ゆるやかに次り,消費の成長

率を抑えることが資源の寿命を有意にのばす最良の方策

と次っている｡

以上のようにシステムダイナミックスモデルは,非更

新性の資源を存続さ喧る最も有効た方策は節約である,

というきわめて常識的な主張を,実際にあり得る諸量の

関係に基づいてトレｰスして見喧ている｡

節約が有効とは言っても,可採年数に限界がある非更

新性のエネルギｰ資源はいずれ消費され尽くしてしま

う｡しかし幸いたことに,地球環境には更新性の自然工�
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ネルギｰが存在する｡この資源量はどの程度に見積れる

であろうか｡

逐｡自然環境のエネルギｰフロｰ

岨.1資源としてのフロｰ

地球上のエネルギｰの流れの起源は,太陽から受け取

る放射光と,地球の中心部で発生する地熱と,月の引力

作用による潮汐力,そして,人類が利用したエネルギｰ

の廃熱である｡第5図に,それらのエネルギｰの大きさ

をGWの単位で示す(1GW=1GJ/s=1ogJ/s)｡図は1960

年代の文献によってまとめたものであるが4),人類のエ

ネルギｰ消費による廃熱の部分は,1985年の世界のエネ

ルギｰ消費量と,その値から年2%の伸び率で増加する

投影値とに書き換えた｡

地球が受け取る太陽放射量の値173×106GWは,太陽

定数として知られる大気圏表面の日射量1,353kw/m2に

基づく計算である｡その約70房が大気圏内に入射して,

さまざまだ自然現象のもとになるエネルギｰフロｰを形

成する｡それぞれのフロｰは,地球上で偏在していたり

希薄に分布しているために,資源量という観点でみると

技術的に利用できるのはごく一部であり,経済性,自然

保護,土地利用だとの観点を加えるとさらに少たくな

る｡

たとえば,水の蒸発,降雨,降雪のフロｰ4千万GW

のうち一部は水力発電で利用されるが,世界のエネルギ

ｰ資源量としての可能性は1500～3000GWと考えられ

る｡風力は1000～3000GW,海洋温度差は500～1000G

W,潮汐力は数十GW,光合成は土地利用の可能性の評

価によって著しく違って来るが5000～6000GW,だとの

地質ニュｰス427号�
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173×106GW������一I���

������

��������1一�

(約30%)�����直接反射�52x1O眉GW���短波長放射

121×10箇GW���������(地球

(地球内)���(約47%)��熱として吸収�81×106GW���

���(約O.2%)��風,波,海流(対流)O,37×1O借GW����

����(約23%)蒸発,降雨,降雪(潜熱)��40×106GW���

��光合成�������

約O.02～O.03%)���40000～53000GW������

���(1.3～1.7×1021J/年)������

動物�椛�物����水･氷���

���������長波長放射
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�回�������潮汐,潮汐流�

�������21000～32000GW�2700～3000GW�

����人類のエネルギｰ消費による廃熱�����

����1985年…10,200GW��地熱��潮汐�

����2020年…15,400GW����エネルギｰ�

����王�GW����

����〰����

(地球外)

第5図地球のエネルギｰ･フロｰ4)

値が自然エネルギｰ利用の可能量として概算されてい

る｡これらの合計の目安は10,000GW前後で,現在の世

界のエネルギｰ消費量とほぼ同じ程度の大きさである｡

太陽放射のうち地表に到達する日射量は,地球上の位

置と季節と時間によって異なり,日照の少ない地域では

2.5～4GJ/m2･年,温帯で4～6.5GJ/m2･年,熱帯や砂漠

地域では6.5～8GJ/m2･年の範囲に推定されている5)｡

これらの平均値から概算すると,地球の全表面積の約

O.013%(日本の本州の面積のおよそ30%)に降り注ぐ日射

量が,現在の世界のエネルギｰ消費量と同程度のエネル

ギｰ量に相当する｡技術の現状から見込まれる太陽光の

エネルギｰ利用効率は,熱利用の場合40～60房,電気に

変換して利用する場合は10～30形であるから,技術に経

済性が得られるようにたれほ,太陽放射はかなり欠きた

資源量として期待できる｡

4.2制約としてのフロｰ

自然環境のエネルギｰフロｰを表わす数値は,エネル

ギｰ資源としての利用可能性を示すと同時に,エネルギ

ｰ利用に対する制約の目安を与えていないだろうか｡

第6図は,世界のエネルギｰ消費量の年伸び率と地球

のエネルギｰフロｰの大きさとの関係を表わしている｡

例麦ぱr=4形の線は,年に4形の増加率で非更新性の

1990年3月号
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��

��

〔GW〕

��

��

��
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'�エネルギｰ消費最

��㈰〰㈰�㈰㈰㈰㌰㈰�㈰�㈰�㈰�㈰�㈰�㈱〰
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先進工業国

経済活動の拡大

脇∵1二

化学物質使用増加

地球温暖化

フ'ロン放出増

酸性雨

オゾン層破壊

物質消費拡大

国際取引拡大

廃棄物量増大海洋汚染

開発援助拡大乱開発

発展途上国人口増加･貧困

第7図地球環境問題の構造6)

焼畑拡大･過放牧

森林乱伐熱帯雨林減少

生物種減少

土地･植生疲弊珍漢化進行

エネルギｰ消費量が増えて行くと,廃熱の量が地球の対

流す肢わち風･波･海流のエネルギｰと同等になるのは

2080年以前であることを示す｡このように,エネルギｰ

消費量が常に増加し続けることを期待するのは危険に思

われる｡最近2年間のエネルギｰ消費の伸び率は大き

く,東南アジアでは10劣/年を超える国六があるカミ,先

進工業国では2～3房/年であるため世界全体ではおよ

そ3%/年である｡エネルギｰエコノミスト違は,2020

年頃まで世界全体で年平均1.2～2.4%の伸び率で増加す

ると予測しており,それによると図の斜線を施した範囲

に廃熱が増加すると試算される｡エネルギｰ消費は地球

上で局所的に行われており,廃熱は大気に直接放出した

り温度の高い水として排出するので,勲汚染の自然環境

への影響を実際に評価することは大変困難であるが,エ

ネルギｰの大量消費カミ自然のエネルギｰフロｰを乱す恐

れがあり,来世紀の中頃までにはこの問題が顕在化する

ことも予想される｡

エネルギｰ消費量が増加を続け,化石燃料などの非更

新性エネルギｰ源が枯渇に近づくにつれて,人間は自然

エネルギｰにますます多く頼らざるを得たくたるであろ

う｡裏返して言えば,自然エネルギｰ利用技術に革新を

起すことによって,エネルギｰ資源の枯渇や熟汚染によ

る文明の衰退などと言った心配から逃れることができる

であろう｡制約がエネルギｰ量の問題だげであるたら

ぽ,このように楽観の余地がある｡しかし最近では,エ

ネルギｰ利用に伴う排出物質の環境問題が,近い将来の

制約として憂慮されはじめている｡

5.エネルギｰ利用と環境問題

5.1地球環境問題の構造

最近の相次ぐ国際会議で議論されている地球環境問題

は第7図6),のように要約できるであろう｡原因は先進

工業国の経済活動と,発展途上国における人口増加及び

貧困の両極端で生じ.ている｡この問題の解決が大変に困

難である理由は,先進工業国が経済活動の縮小を望まな

いことはもちろん,先進国と開発途上国の経済格差カミあ

まりにも大きいことにある｡

格差の例として,第8図に1985年の世界の人口とエネ

ルギｰ消費量を,工業国と発展途上国に分けて示す｡こ

こで,工業国とはカナダ,アメリカ,ヨｰロッバ(西欧,

東欧),ソ連,日本,オセアニア,南ア連邦を指し,人口

は全世界の26%であるのに対してエネルギｰ消費量は70

%を占めている｡多くの発展途上国がこれらの工業国な

みに所得を得たいと望んでいるために,エネルギｰと環

境の問題に対する意識は全く異なり,国際協調のもとに

解決に向かうところから程遠い状況にあ私そして世界

のエネルギｰ消費量は増加を続け,硫黄酸化物(SOx),

窒素酸化物(NOx),及び二酸化炭素(C02)の大気排出

量カミ急上昇している｡

欧米諸国では深刻た被害が報告され日本でも楽観でき

たくたった酸性雨は,SOx及びNOxカミ原因物質と同定

されているが,これらの排出量を現状から30～40%低減

地質ニュｰス427号�
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囮発展途上国図工業国

させることは,脱硫･脱硝技術が進歩しているので比較

的容易に実行できそうである｡ただしその場合,自動車

が出すNO･の対策には相当な困難を伴うと予想され

る7)｡一方,地球温暖化の懸念を生むに至ったC02の温

室効果問題は,現在の世界のエネルギｰ資源のほとんど

が炭素を骨格とする化石燃料であることと,C02を回収

する技術がたいことから,SO｡やNO｡とは比較にたら

たいほど解決が困難視されている｡

大気中のC02濃度が急上昇を続けていることは測定

結果が示す事実であるが,その温室効果の影響は科学的

た推論に基づく予測である｡予測の精度を高めるのが先

決と言うことで,知見の収集や予測モデルの改良が進め

られているカミ,予測結果が正しいと判明する頃には対策

が手遅れにたる危倶も強く,C02排出を減らす具体的方

法の研究も,多くの先進工業国で盛んに行われるように

たった｡

CO･排出抑制策の研究では,各種のエネルギｰ資源と

技術の律性,経済,自然環境など多くの領域にわたる要

因と,それらの相互関係を扱うモデルの利用が不可欠に

たる｡とくに,最大効果と最小費用の観点から実行可能

た答えを求める場合には,線形計画法(LP)に基づくモ

デルが有用である｡以下の節では,CO｡排出抑制の可能

性をMARKAL(MarketAI1ocation)というエネルギｰ

技術システム分析用のLPモデルによって分析した結果

を紹介する｡

5.2眼モデルMム配KAL

LPの論理に従う分析結果は,ダイナミックモデルを

用いて行うようだ将来予測のシミュレｰションとは異た

り,さまざまだ前提や制約条件に従って方策や技術の組

合せを選択し,排出抑制の可能性を提示する性質のもの

である｡与えられた条件下で最も良い方策を求めるため

のモデルであるから,LPに基づくモデルを規範型モテ

1990年3月号

第8図世界の人口とエネノレギｰ消費量

ルと呼ぶことカミある｡名前の重々しさと相違して,この

モデルは以下に述べる概要が示すように,単純さと勤勉

さの積み重ねを身上とする分析の道具である｡

モデルの構造MARKALは日本国全体のエネルギｰ

フロｰ,設備の導入･運用･廃棄,及び種々の制約条件

を,1期5年の9期から成る45年間について約7000の線

形方程式群でモデル化し,入力デｰタと前提条件に対し

て各期の設備量と運用の状態,及びその推移を求める｡

モデルシステムは,19種類の一次エネルギｰと21種類

の二次エネルギｰ,及び177種類の精製･変換･輸送･

貯蔵の設備と,129種類の最終利用設備で構成されてい

る｡開発中の技術,例えば燃料電池等は代替技術として

分類する｡技術の特性向上,例えほ効率改善等について

は各期のデｰタを変えて与える｡このように,モデル分

析には予測される技術進歩を見込んでおく｡エネルギｰ

フロｰと設備の運用状態は,最終エネルギｰ需要を満た

すと同時に導入や利用に対する制約条件がすべて成立す

る範囲内で,評価関数が最小値を示す最も経済的な状態

に決められる｡この評価関数は,45年分のすべての装置

の資本費,燃料費,及び運転保守費を基準年の価値に換

算して加え合わせた総システムコストに,さらに,C02

排出抑制コストに相当する項を加えたものである｡

分析の前提(1)対象期間:1983-2027年の45年間,基

準年は1985年とする｡(2)コスト:割引率を6形/年とし

て,基準年初頭のUS$に価値換算する｡(2)輸入燃料価

格:各種の予測を参照Lて画いた第9図の高価格,低価

格の二通りのツナリオによる｡単位は燃料の低位発熱量

1GJ当りのUS$(1GJ=1O･J)｡(3)最終エネルギｰ需要:

1985-2025年の国内総生産(GDP)の趨勢を,伸び率が

3.4から1.5%/年に低下Lて全期問平均2%/年である

場合と,伸び率が2.7から1.O老/年に低下L全期間平均

1.6劣/年である場合の二通りに仮定して,それぞれに�
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年

輸入燃料価格シナリオ7)

対応するエネルギｰ需要量を推定し,高需要と低需要の

二通りの入力デｰタを設定する｡(4)分析シナリオ:最終

エネルギｰの高需要と燃料低価格を組み合わせたr高需

要ケｰス｣,及び最終エネルギｰの低需要と燃料高価格

を組み合わせた｢低需要ケｰス｣｡(5)SO｡とN0｡の排出

制約:将来の酸性雨対策を考慮して,年間排出量が1985

年から2000年にかけて30%減少する制約条件をすべての

ケｰスに設ける｡(6)co2排出量(kg･c02/GJ):石炭

92.2,原油及び石油製品78.5,メタノｰル64.9,天然ガ

ス56.2,LPGが63.6とする｡

5.3眼モデルが示唆すること

高需要参照ケｰスC02排出抑制を計画したい｢高需

要参照ケｰス｣の分析結果を,第10図の左の列に示す｡

このケｰスは,現在のエネルギｰ需給の趨勢を将来に延

長して見た場合に相当する｡1985年は実績統計値にほぼ

等しく,一次エネルギｰの合計量は低位発熱量換算14.9

EJ(1EJ=1018J),石油55%,石炭19%,ガス10%,原子

力10形,水力5%から成る｡算出されたCO･排出量は

合計約8.8億t㎝で,内訳は発電部門34%,産業部門28

房,民生部門13形,運輸部門25%である｡なお,この年

の世界のC02排出量はおよそ200億tonと推定されて

いる｡

2025年には,1985年に対して一次エネルギｰ消費量が

55%増,それに伴ってCO｡の排出量は34劣増加する｡

エネルギｰ消費量の40年間平均伸び率は1.1%/年であ

る｡比較のため過去の例を示すと,1970年から1985年の

間の平均が1.7%/年,最近2年間はこれより数倍高い

値である｡
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�○陸上運輪���������

�12^民生���12������

咽�十産業���������

壬�阯���������

�くg山���署g������

』⊥L鴉�ト＼���山ト������

�←���､←������

�も6���������

刷｡�}.���o6o������

��紉���

漉�����

������

�･発電,精製･変換���������

������〰�㈰��〉〵�����㈰〵���㈰��

���������

�〉�㌰���

�6再生可能エネルギｰ���������

�^原子力���������

�24�十国産化石燃料��24������

只�吐{�^輸入気体燃料��������

ぺ�山���岨司������

�ζ18���山������

������

�ω山���ζ18������

件����������

�｣o���ω山������

ミ����������

�S12���｣⊃������

仲����S12������

������

呉�1く���1(������

I�x山���X山������

������

�｡輸入固体燃料���������

�･輸入液体燃料���������

������〰�㈰���������㈰〵���㈰��

��YE朋���YE畑�����

�5�甘電力貯蔵��5������

�7=1一ジュネレｰショ:'���������

�4�2他の再生可能エネルギｰ��������

�!海洋エネルギｰ���4������

咽�吐く�4太陽エネルギｰ��������

�山レ���正(������

･R�3�○地熱��������

�､oo�"水力��������

�u｣���uζ3ω������

魁����������

�⊃ε2I��十原子力�山｣������

腱���^ガス火力�������

総���.石炭火力�コ｡27������

�(x��○石油火力�(X������

�山���山������

�1���十������

������〰�㈰��〉〵�����〰�㈰��〉�

���������

第10図高需要ケｰス分析結果7〕

高需要CO｡抑制ケｰス評価関数の排出抑制コスト

の項を幾通りにも変えて,CO｡低減量と総ツステムコス

トの関係を分析した結果,非現実的なコスト上昇を招か

ずに実行できる排出抑制は,高需要の場合,現在の排出

レベルを維持する程度が限界と推定された｡およその限

界と思われる｢高需要C02抑制ケｰス｣の分析結果を,

第10図の右の列に示す｡2025年には,1985年に対して一

次エネルギｰ消費量が49%増加するが,自然エネルギｰ

と炭素分の少ない天然ガスが石炭に置き替わる燃料代替

効果によって,CO｡の排出量は1985年レベルにほぼ維持

され,2025年は約6%減少して8.2億tonにだ私

参照ケｰスとの相違は発電量の構成に顕著に現われ,

石炭の代替には天然ガス,地熱,及び太陽光発電などが

選ばれる｡石油,原子力,水力の構成比は,主に現在の

技術開発や電源計画の趨勢が影響して,CO･抑制を計画
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第11図低需要ケｰス分析結果7〕

したい参照ケｰスと大体同じ傾向で推移する｡

2005年の排出量8.7億tonの内訳を見ると,発電及び

燃料精製変換部門27%,産業部門23老,民生部門15%,

運輸部門35%で,先に述べた1985年の場合に比べて,燃

料や技術の代替に柔軟性がある発電部門と産業部門で著

しく減っている｡民生部門と運輸部門の燃料代替は進ま

たいので低減が少たく,相対的に排出量の比率が高ま

る｡

低需要化の効果第11図の左の列は,エネルギｰ需要

増加だげを抑えC02抑制にはコストをかげたいr低需要

参照ケｰス｣の分析結果である｡一次エネルギｰ消費量

は約O.7%/年の平均伸び率で増加し,2025年には1985

年に対して31%増となるが,C02排出量は1.5%増の程

度に抑えられ40年間ほぽ横這いである｡すたわち,エネ

ルギｰ消費量の伸び率を現在の趨勢の半分くらいに抑え

1990年3月号

ることができれば,C02排出量は現在のレベル近くに維

持される｡

第11図の右の列にr低需要CO･抑制ケｰス｣の結果を

示す｡2025年には,1985年に対して一次エネルギｰ消費

量が27%増加するが,エネルギｰ消費量が少ないことと

燃料代替効果によって,CO｡排出量は2005年に約17老減

り,さらに2025年には約32%減とたる｡このケｰスは燃

料高価格シナリオに従っていることも一因であるが,高

コストの自然エネルギｰ利用技術カミ他の燃料に対して強

い競合力を持ち,電源構成の中で太陽発電や地熱発電が

それぞれ導入可能た上限まで利用され,最終需要端でも

太陽熱や光発電の技術カミ顕著に伸びている｡

5.4CO｡抑制の効果と費用

第12図は,分析結果から得たC02低減量とコストの

トレｰドオフ関係を表わす8)｡横軸は1983年から2027年

の45年間のCO･累積排出量,縦軸は同じく45年問の総

システムコストを示している｡

燃料及び技術の代替代替燃料や代替技術は比較的コ

ストの安いものから順に選ぽれて導入されるので,曲線

①に示すように,総システムコストは参照ケｰスの点P

から最初は緩やかに上昇する｡排出量の減少が進むにつ

れて,高価格の燃料や高コストの技術を導入せざるを得

たくたり,削減のコスト負担が増加して総システムコス

トは急上昇する｡曲線の左端は削減量に対するコスト上

昇の比率が極度に大きく,代替による削減の隈界が現わ

れている｡45年間に削減できるC02の総量は,点Pと

曲線左端の累積排出量(横軸の値)の差が示しており,高

需要と低需要の両ケｰスともおよそ90億tonである｡

C02回収処理技術の効果C0｡回収処理技術として,

燃焼ガス中のCO･を化学的に吸収して加熱分離した後

に液化し,輸送管を通して海底深く貯蔵する方法が提案

されている9)｡この設備を徴粉炭火力発電所に設けると

建設費は約70%増加して,発電所総合効率は34%程度に

なるが,排ガス中のC02の90%が回収できるという試

算がある｡このようた特性値を持つ設備を,すべての発一

電所を対象に1995年に0.3億ton/年の回収容量で導入開

始して,2025年迄に5億ton/年に増設すると仮定した

場合,CO｡低減量と総システムコストの関係は曲線②で

表わされる｡曲線①と②の対応を示す直線の傾きは,大

幅なC0｡排出量の低減に対してコスト上昇が緩やかで

あり,この種の設備の導入効果が高いことを示してい

る｡

CO｡回収処理技術は燃料と技術の選択の自由度を広

げ,とくに資源量が豊富で価格の安い石炭の利用を増や

すことができるので,エネルギｰ需給バラソス上きわめ

て必要性がi高い｡�
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第12図C02の45年間の排出量とコストのトレｰドオフ

原子力とC02抑制原子力とC02低減の定量的関

係を見るために,原子力発電設備容量のピｰクは2000年

とし,それ以降は直線的に廃止して,2025年でゼロにす

るシナリオを分析Lた｡その結果を曲線③に示す｡自然

エネルギｰはCO･抑制目的の代替エネルギｰとして導

入可能な上限まで利用され,原子力発電の削減分を補う

余裕がたいので,化石燃料発電所が増設されることにた

り,発電部門のCO｡排出量が著しく増加する｡曲線⑧

は,曲線②とほぼ同じ距離だけ曲線①の反対側にシフト

して,45年間の原子力発電量は回収量が約5億ton/年

のC02回収処理技術の導入に相当することを示してい

る｡

省エネルギｰ第12図の低需要ケｰスの曲線が三本と

も,高需要ケｰスの曲線から左下にずれて位置すること

は注目すべき結果である｡これは,エネルギｰの節減カミ

C02排出削減の最も費用のかからたい有効な方法である

ことを意味している｡例えば低需要の曲線⑧は,原子力

を廃止した場合でもC0･排出量を現在のレベルに維持

できる解カミあることを示している｡ただしこのようた可

能性は,一一次エネルギｰ消費量の年平均伸び率がおよそ

O.7%以下に抑えられた場合に得られる｡

6｡おわりに

急速に世界の関心事とたった地球環境問題は,単純化

して言えば,エネルギｰと物質の消費量の増大から生ず

る環境問題カミそれらの利用を制約する因果応報の構図で

ある｡問題の解決はこのルｰプを断ち切ることであるか

ら,節減と自然のフロｰの利用が基本的た答えであろ

う｡

地球環境問題の中でも,対策が最も難しいとされてい

るC0･排出削減については,省エネルギｰ,燃料代

替,技術の代替をうまく組み合わせて総合的に進めれば,

相当のコスト負担はあるものの,排出抑制が可能であ

ることを分析結果は示している｡しかし,システム分析

の結果という論理的た可能性と実現性の間には多くの場

合ギャップがあり,それを埋めるには今後の研究開発に

多くの創意と努力が必要とされることは言うまでもな

い｡とくに,分析結果が示す将来の天然ガスと原子力の

導入量は,現在の技術的,社会的状況から見て隔たりが

大き過ぎ,実現には欠きた困難を伴うことが予想され

る｡この困難を軽減するために,より多くの省エネルギ

ｰ量と自然エネルギｰ利用量を可能にする長期的研究開

発の新しい展開が一層必要性を増すであろう｡
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